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１．はじめに 

 

近年、特に地方都市部における中心市街地の衰退・

空洞化が顕著になり、問題はより深刻化している。この

ため、中心市街地の地元商店街の再開発事業に関しても

消費者ニーズや時代の流れに沿った開発の必要性が迫ら

れている。 

本研究では、地方都市中心市街地活性化をめざし、

他都市にはない魅力的な雰囲気を持った都市開発・整備

プロジェクトとするために、地元住民・企業が参加した

既存低利用大型商業施設再生プロジェクトを契機とした

プロジェクト構想案を検討することとした。さらに、計

画案の実現化方策として、地元住民がまちづくりに参加

できる組織・運営システムの構築を行うことも目的とし

た。さらに、事業整備を推進させる方法として、土地の

取得を新しいシステムとして地元住民が主体となって地

域づくりを行う組織の提案を行い、地元住民が主体とな

った組織を中間法人化した地元組織形態の構築も行うこ

ととした。また、本研究は建設マネジメント委員会・地

域マネジメント研究小委員会の研究テーマの一つとして

取り上げられて検討を加えられている。 
 

２．地方都市中心市街地における課題・問題点 

 

地方都市中心市街地の現状として、消費者の価値観

の多様化に対して、商業店舗側が変化に対応できておら

ず、「商業・消費環境」が時代にマッチしていない場合

が多い。このような中、地方都市商店街の現状としては、

店舗の老朽化や商品構成の不備、経営者の高齢化や後継

者不足による意欲の低下といった問題・課題があいまっ

て、商店街全体の商業機能や魅力・活力の低下を招いて

いると考える。この状況は、個別商店レベルでは対応が

困難な問題である。そこで、大規模商業資本に負けない

ポテンシャルを持つために、個別商店の組織化・協調体

制を組み込んだ新しい運営方法の検討を行うとともに、

統合的なマネジメントシステムを構築し、中心市街地を

持続的に繁栄するための核として牽引することができる

仕組みを構築することが必要であると考えた。 
また、モータリゼーションの進展や法改正による大

型店の郊外への立地等という「社会動向」の変化に対応

ができておらず、変化する時代に対応し、魅力ある都市

を創出するために、地元独自の力を活用し、他地域には

ない先進的なまちづくりを、迅速かつ効率的・効果的に

行う必要があると考えた。 
 

３．既存低利用大型商業施設再生を契機とした整備計画

案策定に関する検討 

 
（１）対象地区の概要 
対象地区の概要に関しては発表の際に示すこととする。 
 
（２）既存低利用大型商業施設整備に関する検討 
地方都市の中心市街地は、消費者ニーズ変化への対

応の遅れが商店街の魅力低下を招き、多くの場合衰退し

てきている。地方都市の発展を考える上で、市内の各地

域・地区に密接に関わり、地元住民や地場産業に大きな

影響を持つ地元商店街の活性化を促進することが最も有

効であると本研究では考えた。 すなわち、ＪＲ草津駅

東口Ｌｔｙ９３２を対象地とした駅前整備において、地

元要望の強い商業施設や公共的な施設を導入した「既存

低利用大型商業施設再生構想」案を提案し、実証的計画

分析を行うこととする。 
 
（３）Ｌｔｙ９３２マネジメント組織に関する検討 
中心市街地における個別商店レベルでは対応が困難

な商店街の問題を解決するために、Ｌｔｙ９３２再生構

想に参画する地元商店街のポテンシャルを最大限に発揮

できる効果的方法となる組織体制・マネジメントシステ

ムづくりが重要であると考えた。つまり、個別商店の集

合による組織化を行うことで、個別店舗では実現するこ

とが困難である優れたサービス創造・提供体制の実現を

めざすポテンシャルを保有させようというものである。

このＬｔｙ９３２マネジメントシステムを図－１に示す。 

検討したＬｔｙ９３２マネジメント組織の組織形態

としては、個別商店の独立採算制や商店規模・種類によ

る出資額の設定等を検討した。また、運営内容として、

共同仕入れや配送・宣伝を行うことでコスト面の効率化

が行え、顧客情報やマーケティング情報を共有すること

で、効果的なサービスが提供でき、人材開発組織として

人材の派遣や教育を行うことで、さらに優れたサービス

提供へつながると考えた。さらに、Ｌｔｙ９３２に必要

な共有設備部分の運営・管理を行うことも考えた。 
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図－１ Ｌｔｙ９３２マネジメント組織の概要 

 

４．中間法人制度を活用した地域組織による地元参加型

マネジメントシステムの提案 

 

今回、プロジェクト参加を想定している中間法人は、

自分達の地域は自分達の力で良くしていこうという地元

の力を活用する考えのもと、草津駅東地区を活性化させ

ることによって、「地域の生活環境・条件を向上させた

いという共通の利益を求める地元市民・企業」が参加す

る非営利的性格を持つ法人である。まず、当該地区・都

市機能を利用する地元住民・企業から基金を募って調達

した資金で対象地の土地を取得し、地元住民・企業が保

有する地域共有の土地として中間法人名義で所有する。

この為、土地は、地域共有の財産として地域の生活環境

向上のために整備することができる。また、取得した土

地をＬｔｙ９３２マネジメント組織に賃貸することを考

えた。法律上中間法人は利益を配当してはならない事に

なっているため、利益追求を目的としなくてよいので、

賃貸価格を低くすることができるとともに、賃貸で得た

利益に関しては基金の償還にあてることが可能である。

さらに、余剰金に関しては、地域発展・成長のための開

発・整備に用いていくことで、より有効な方策となると

考えられる。 

以上に加えて、中間法人の活動として図－１で示し

た人材開発組織を運営することも可能であるので、この

人材として住民が参加することが考えられる。これによ

って、Ｌｔｙ９３２マネジメント組織は地元住民と連携

が取れる形態が構成され、消費ニーズを具体的に把握す

ることもできるので、より新しいビジネスアイディアを

創出できる仕組みを持つこともできると考える。図―２

に中間法人とまちづくりの関連図を示す。 

地元住民が、個人ではまちづくりに参加することは

難しいので、地域でまちづくりに参加できる媒介として

中間法人の存在は有意義であると考える。この体制をと

る理由として、商業者や公共によるハード整備の強化に

より、中心市街地活性化対策をめざすと共に、ハード整

備をうまく機能させるソフト面の構築を同時に行うこと

で継続性のある地域活性化対策に繋がると考えるためで

ある。また、郊外大規模商業施設開発・整備による中心

市街地開発・整備に関する補助金の削減が行われる中、

有効な対策・方策の一つになると考えられる。 

 
 
 
 
 
 

図―２ 中間法人とまちづくりの関連図 

５．Ｌｔｙ９３２再生プロジェクト計画モデル 

（１）Ｌｔｙ９３２再生計画モデルの定式化 

今回構築する数理計画モデルでは、目的関数を当該

施設利用者の満足度を最大とし、導入施設の種類・規模

を計画変数とすることとした。その後、モデル分析結果

をＬｔｙ９２１利潤算定式に適用し、Ｌｔｙ９３２マネ

ジメント組織の償還・収支・経営状態の推移を算出する

ことで、評価を行い、実現可能性を確保し、構想案とし

て提示することとした。 
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U ：Ｌｔｙ９３２に対する満足度U ：Ｌｔｙ９３２に対する満足度

iu ：Ｌｔｙ９３２に整備される各施設の効用関数（希望度）iu ：Ｌｔｙ９３２に整備される各施設の効用関数（希望度）

iiij εγβα ,,, ：効用関数に関する各種パラメーターiiij εγβα ,,, ：効用関数に関する各種パラメーター

iS ：Ｌｔｙ９３２に整備される各店舗の規模iS ：Ｌｔｙ９３２に整備される各店舗の規模

cpS ：Ｌｔｙ９３２の規模cpS ：Ｌｔｙ９３２の規模

S ：Ｌｔｙ９３２に整備可能な規模S ：Ｌｔｙ９３２に整備可能な規模

jU ：Ｌｔｙ９３２に整備される各階の効用関数（希望度）jU ：Ｌｔｙ９３２に整備される各階の効用関数（希望度）

iS ：各施設規模iS ：各施設規模

図３ Ｌｔｙ９３２再生計画モデルの定式化 

Ｌｔｙ９３２整備計画モデル適用結果と事業成立性

に関する考察は発表の際に行うこととする。 

 

６．おわりに 

本研究では、都市の自立的・持続的発展のために、Ｌ

ｔｙ９３２再生を契機とする一体的都市開発・整備プロ

ジェクト構想案の策定を行い、地元住民・企業参加型マ

ネジメントシステムの構築を行い、さらにその適応に関

する有用性を示せたと考える。

 

土木学会第62回年次学術講演会(平成19年9月)

-232-

4-116


